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20020088年年33月期月期 中間中間決算説明会決算説明会

船井電機株式会社

2007年11月9日（金）
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中間中間期決算の概要期決算の概要 ((連結連結))
  

１１    連連結結実実績績（（前前中中間間期期比比較較））  

２２    中中間間期期（（0077 年年 44 月月～～99 月月））決決算算概概要要  

３３    中中間間期期決決算算概概要要（（決決算算期期統統一一ベベーースス））  

      ４４    計計画画未未達達要要因因  

５５    機機器器別別売売上上高高  

６６    映映像像機機器器のの売売上上高高  

７７    DDVVDD 関関連連機機器器のの売売上上高高  

８８    テテレレビビ関関連連機機器器のの売売上上高高  

９９    情情報報機機器器のの売売上上高高  

1100    地地域域別別売売上上高高  

1111    財財務務のの状状況況  

1122    棚棚卸卸資資産産  
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11 連結実績（前中間期比較）連結実績（前中間期比較）

（１）グループ会社の決算期統一について
2008年3月期において、海外子会社の決算日（12月31日）を親会社である船井電機
の決算期（3月31日）に統一する

4Q 4Q1Q 1Q 2Q 3Q

3Q 4Q4Q 1Q 2Q 3Q

2006年9月 2007年3月 2008年3月9月6月 12月12月

海外子会社

船井電機

海外子会社の1Q（2007年1～6月）について
※1. 従来の1Q（2007年1～3月）の3ヶ月については連結決算の損益には反映させず、連結株主資本等

変動計算書の剰余金の増減として処理

※2． 2007年4～6月から同時連結

※1 ※2

（２）前期中間（2006年4～9月）の比較数値について

前期中間実績は決算期統一前の為、期ずれが発生（海外子会社は1～6月の実績数値）

そのために決算期統一ベース（海外子会社は前年4～9月の実績数値を使用）に修正の上比較

同時連結

4

（単位：億円）

２２ 決算概要決算概要

119.19
円115.00

円115.32
円

期中平均レート
（対米国ドル）

△70.7%

△58.9%

△80.0%

△4.2%

前年同期比

増減率
当中間期当中間期計 画計 画

△81.5%20108103営 業 利 益

中間純利益率

経 常 利 益率

営 業 利 益率 (1.3%)(5.4%)(6.4%)

△61.5%50130123経 常 利 益
(3.2%)(6.5%)(7.5%)

△80.4%2010269子 会 社 配 当 実 施 前

中 間 純 利 益
(1.3%)(5.1%)(4.3%)

1,631
金 額

前中間期前中間期

2,008
金 額

△22.2%1,563売 上 高

金 額

計画比

増減率

△426169a中 間 純 利 益 ー % ー %

中間純利益率 (△2.7%)(3.0%)(4.3%)

+30 (※1)

△92 (※2)

（※1） 受取利息+29、為替差益+5、その他△4
（※2） マレーシア解散に伴う特別損失△9、配当に対する税金△63、その他△20
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３３ 中間期決算概要中間期決算概要（決算期統一ベース）（決算期統一ベース）

（単位：億円）

営業利益率

経常利益率

中間純利益率

前年同期比
増減率

△ 27.5%

△ 88.5%

△ 74.4%

△ 85.2%

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

2,155
174

195

135

(8.1%)

(9.0%)

(6.3%)

前前 中中 間間 期期
（決算期統一ベース）（決算期統一ベース）

当当 中中 間間 期期

1,563
20

50

20

(1.3%)

(3.2%)

(1.3%)

中間純利益率

－ %中 間 純 利 益 135
(6.3%)

△42
(△2.7%)

子 会 社 配 当 実 施 前

中 間 純 利 益

6

４４ 計画未達要因計画未達要因

①液晶テレビ用パネルの調達不足

台湾有力メーカーとの戦略的提携関係を活かしきれず、従来から取引のあった他のメーカー
中心の調達体制をとったものの、同社の経営難から調達に支障をきたした。そのため、複数社
からの調達を図ったが、パネルの品薄感の中で調達不足が生じ、市場からの強い引き合いに
対応できず。

② ブラウン管テレビの想定外の縮小

北米でのデジタルチューナー搭載義務化で価格が上昇する一方、液晶テレビの価格下落が
進行しブラウン管テレビは加速度的に市場縮小。

③ DVD市場の縮小による売上鈍化
北米での市場の成熟化と次世代DVDの台頭を意識した買い控え。

① 売上減少による利益減

②液晶テレビは製品価格下落やパネル価格上昇、複数社のパネル使用に伴う設計
開発コストの増加により赤字転落

<売上高>

<営業利益>

④情報機器も微減
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５５ 機器別売上高機器別売上高

135

490

1,006

124

490

1,541

130

452

981

1,563億円

前中間期 当中間期

映像機器

情報機器

その他

前中間期
（決算期統一）

1,631億円

： △560億円 （△36.3％）

： △38億円 （ △7.7％）

： ＋6億円 （ ＋4.8％）

映像機器
情報機器
その他

2,155億円

合計 ： △592億円 （ △27.5％）

前年同期間比較

8

６６ 映像機器の売上高映像機器の売上高

643

363

1,013

528

662

319

1,006億円 981億円
DVD関連機器

テレビ関連機器

1,541億円

ＤＶＤ関連機器

テレビ関連機器

： △209億円 （△39.6％）

： △351億円 （△34.6％）

合計 ： △560億円 （△36.3％）

前年同期間比較

前中間期 当中間期前中間期
（決算期統一）
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７７ DVDDVD関連機器の売上高関連機器の売上高

188

134

41

255

224

49

184

110

25

363億円
319億円

528億円

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

ビデオ

ビデオ
ＤＶＤﾚｺｰﾀﾞ関連
DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

： △24億円 （△49.0％）

： △114億円 （△50.9％）

： △71億円 （△27.8％）

合計 ： △209億円 （△39.6％）

・主要市場である米国の市場成長が止まった

ことにより大幅減

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

ビデオ

・市場縮小により引き続き減少

前年同期間比較

前中間期 当中間期前中間期
（決算期統一）

10

８８ テレビ関連機器の売上高テレビ関連機器の売上高

80
41

230

292

82
38

450

443

67
4

450

141

643億円 662億円

1,013億円

液晶テレビ

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ他

ﾌﾞﾗｳﾝ管
ﾃﾚﾋﾞ

ブラウン管テレビ
液晶テレビ
プラズマテレビ

プロジェクター他

： △302億円 （△68.2％）

： ＋0億円 （ ＋0％）

： △34億円 （△89.5％）

： △15億円 （△18.3％）

合計 ： △351億円 （△34.6％）

・デジタル放送対応化の製品単価アップ

で予想以上に市場が縮小し大幅減

液晶テレビ

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ他

ﾌﾞﾗｳﾝ管
ﾃﾚﾋﾞ

・パネル価格アップと製品単価ダウンの

中、横ばい

・OEM先販売不振

・市場撤退

前年同期間比較

前中間期 当中間期前中間期
（決算期統一）
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９９ 情報機器の売上高情報機器の売上高

プリンター

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙ
ｶﾒﾗ

：＋23億円 （ ＋5.8％）

： △61億円 （△67.0％）

合計 ： △38億円 （ △7.7％）

・市場における競争激化の中、微増

プリンター

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙ
ｶﾒﾗ

・OEM先メインベンダーの変更により減少

※同機器はすべて当社単体の売上計上のため、決算期統一による影響はありません。

91

399

91

399

30

422

490億円
452億円

前中間期 当中間期前中間期
（決算期統一）

490億円

プリンター

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙｶﾒﾗ

前年同期間比較

12

1010 地域別売上高地域別売上高

193
70

335

1,033

175
70

350

1,560

189
61

289

1,024
(63.3%) (65.5%)

1,631億円 1,563億円

2,155億円

(72.4%)

北 米

・ブラウン管テレビ、DVD市場縮小により減少

前中間期 当中間期前中間期
（決算期統一）

アジア他

日 本

欧 州

北 米 ：△536億円 （ △34.4％）

： △61億円 （△17.4％）

： △9億円 （△19.5％）

： ＋14億円 （ ＋7.8％）

合計 ： △592億円 （△27.5％）

前年同期間比較

欧 州

・拡大路線より黒字化を優先
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1,053 1,053

527
350 440

462

490 424

835 922

1,333

663

1111 財務の状況財務の状況

資
産
の
状
況

資
産
の
状
況

2,839

負
債
・純
資
産
の
状
況

負
債
・純
資
産
の
状
況

2,728 前期末比較前期末比較

負債の状況負債の状況

・仕入債務

・未払金他

・純資産

（自己資本比率

＋ 47 億円増加

＋169億円増加

△105億円減少

62.1％）

・現金預金

・売上債権

・棚卸資産

・固定資産他

＋ 87億円増加

△ 66億円減少

＋ 90億円増加

－

資産の状況資産の状況
現金預金

売上債権

棚卸資産

固定資産他

仕入債務

未払金他

純資産

（単位：億円）

2007/9
（当中間）

2007/3
（前期末）

444 534

568 537

1,973
1,873

1,768

487

368

2,728 2,839

純資産の状況純資産の状況

2,985

2,985

2006/9
（前中間）

14

1212 棚卸資産棚卸資産

1.6ヶ月
〈在庫回転月数〉

115

412

82

268

116

324

440億円
527億円

1.7ヶ月

2006/9
（前中間期）

2007/9
（当中間期）

0.9ヶ月

2007/3
（前期末）

350億円

部品仕掛品

製品

前期末比較

＋56億円

＋34億円

製品

部品仕掛品
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31 37 34 28

74
77

0

50

100

150
（億円）

前中間 当中間

設備投資額

1133 設備投資額・減価償却費・研究開発費設備投資額・減価償却費・研究開発費

前年同期間比

＋6億円増加
前年同期間比

△ 6億円減少

減価償却費

中 間 期

前年同期間比

＋ 3億円増加

研究開発費

54

110

71 65

140
150

0

50

100

150
（億円）

前期 当期
(計画）

設備投資額 減価償却費

通 期

研究開発費

前期 当期
（計画）

前期 当期
（計画）

前中間 当中間 前中間 当中間

16

通期予想通期予想
  

１１    通通期期（（22000088 年年 33 月月期期））のの予予想想  

２２    機機器器別別売売上上高高  

３３    映映像像機機器器のの売売上上高高  

４４    DDVVDD 関関連連機機器器のの売売上上高高  

５５    テテレレビビ関関連連機機器器のの売売上上高高  

６６    情情報報機機器器のの売売上上高高  

ⅡⅡ
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（単位：億円）

11 通期（通期（20082008年年33月期）の予想月期）の予想

115.00
円115.00

円116.95
円

期中平均レート
（対米国ドル）

160

－ %

△63.5%

△77.4%

△19.3%

前年同期比

増減率
修正計画修正計画当初計画当初計画

△78.6%47220207営 業 利 益

中間純利益率

経 常 利 益率

営 業 利 益率 (1.5%)(5.2%)(5.2%)

△63.5%97265265経 常 利 益
(3.0%)(6.3%)(6.5%)

△61.2%78201△36子 会 社 配 当 実 施 前

当 期 純 利 益
(2.4%)(4.8%)(△0.9%)

3,967
金 額

前期実績前期実績

4,200
金 額

△23.8%3,200売 上 高

金 額

計画比

増減率

5△36a当 期 純 利 益 ー % △96.9%

中間純利益率 (0.2%)(3.8%)(△0.9%)

+50 (※1)

△92 (※2)

（※1） 受取利息+54、為替差益+5、その他△9
（※2） マレーシア解散に伴う特別損失△9、配当に対する税金△73、その他△10

18

22 機器別売上高機器別売上高

274

933

2,751

299

847

3,054

262

723

2,215

3,200億円

2008/3期
（計画）

映像機器

情報機器

その他

2007/3期
（決算期統一）

4,200億円

： △839億円 （△27.5％）

： △124億円 （△14.6％）

： △37億円 （△12.4％）

映像機器

情報機器

その他

3,958億円

合計 ：△1,000億円 （△23.8％）

期初計画比較

2008/3期
（期初計画）
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３３ 映像機器の売上高映像機器の売上高

1,803

948

2,112

942

1,618

597

3,054億円

2,215億円

DVD関連機器

テレビ関連機器

2,751億円

ＤＶＤ関連機器

テレビ関連機器

： △345億円 （△36.6％）

： △494億円 （△23.4％）

合計 ： △839億円 （△27.5％）

期初計画比較

2008/3期
（計画）

2007/3期
（決算期統一）

2008/3期
（期初計画）

20

４４ DVDDVD関連機器の売上高関連機器の売上高

478

387

83

455

445

42

313

241

43

942億円

597億円

948億円

ビデオ
ＤＶＤﾚｺｰﾀﾞ関連
DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

DVDﾚｺｰﾀﾞ関連

DVDﾌﾟﾚｰﾔ関連

ビデオ ： ＋1億円 （ ＋2.4％）

： △204億円 （△45.8％）

： △142億円 （△31.2％）

合計 ： △345億円 （△36.6％）

期初計画比較

2008/3期
（計画）

2007/3期
（決算期統一）

2008/3期
（期初計画）
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５５ テレビ関連機器の売上高テレビ関連機器の売上高

143
77

775

808

139

1,393

580

1034

1,233

278

2,112億円

1,618億円
1,803億円

ブラウン管テレビ
液晶テレビ
プラズマテレビ

プロジェクター他

液晶テレビ

ﾌﾟﾗｽﾞﾏﾃﾚﾋﾞ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ他

ﾌﾞﾗｳﾝ管
ﾃﾚﾋﾞ

： △302億円 （△52.1％）

： △160億円 （△11.5％）

： ＋4億円 （ － ％）

： △36億円 （△25.9％）

合計 ： △494億円 （△23.4％）

期初計画比較

2008/3期
（計画）

2007/3期
（決算期統一）

2008/3期
（期初計画）

22

６６ 情報機器の売上高情報機器の売上高

※同機器はすべて当社単体の売上計上のため、決算期統一による影響はありません。

187

746

31

816

39

684

847億円
723億円

933億円

プリンター

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙｶﾒﾗ

プリンター

ﾃﾞｼﾞﾀﾙｽﾁﾙ
ｶﾒﾗ

：△132億円 （△16.2％）

： ＋8億円 （＋25.8％）

合計 ： △124億円 （△14.6％）

期初計画比較

2008/3期
（計画）

2007/3期
（決算期統一）

2008/3期
（期初計画）
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今後今後のの事業事業戦略戦略ⅢⅢ

  

１１    業業績績回回復復にに向向けけててのの事事業業戦戦略略  

２２    米米国国市市場場戦戦略略のの新新たたなな施施策策  

３３    液液晶晶テテレレビビのの販販売売目目標標  

４４    22000099 年年３３月月期期売売上上高高目目標標  
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１１ 業績回復に向けての事業戦略業績回復に向けての事業戦略

液晶テレビ事業の拡大と黒字化

DVD事業の新たな展開

●パネルの安定調達の確立（主要パートナーとの関係強化）

● 商品性とデザインの更なる追求

● 新たなOEM先の確保と販路拡大

● 欧州市場での拡販（HDD付DVDレコーダ）

● ブルーレイプレーヤの本格的市場投入開始

プリンター事業の拡充

１

２

３

● コスト競争力を活かし、新たなOEM先を獲得
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２２ 米国市場における新たな展開米国市場における新たな展開

米国サービス子会社の立上げ
（※現地販売会社のサービス部門を本社直轄会社として独立）

特許侵害でITC（注）へ申し立て (2007年10月)

● 650拠点のサービス網で全米をカバー

● カスタマーサービスの充実と顧客満足度の向上

● 公正な競争を確保

● １４社を対象にデジタルテレビとその関連製品の

輸入差止め要求

(注）ITC：米国国際貿易委員会

１

２

26

３ 液晶テレビの販売目標３３ 液晶テレビの液晶テレビの販売目標販売目標

0

100

200

300

400

500

600

06/3期 07/3期 08/3期 09/3期

（単位：万台）

54万台

（実績） （実績） （目標）

330万台
WWシェア4.5％

206万台
WWシェア4％

(出所：DisplaySearch)

400万台超
WWシェア5％

（計画）
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４ ２００９年３月期売上高目標４４ ２００９年３月期売上高目標２００９年３月期売上高目標

321

691

1,269

1,140

295

1,010

1,355

1,170

295

959

1,378

976

265

933

1,804

965

262

723

1,618

597

0

1000

2000

3000

4000

04/3期 05/3期 06/3期 07/3期 08/3期 09/3期

（単位：億円）

（計画）

3,800～4,000
億円程度

3,200億円
3,608億円

3,967億円

（目標）

3,421億円
3,830億円

テレビ関連機器 情報機器 その他DVD関連機器

28

補足資料補足資料

  

11  第第２２四四半半期期（（７７－－９９月月））決決算算概概要要  
22  売売上上高高のの推推移移  
33  営営業業利利益益のの推推移移  
44  機機器器別別売売上上高高のの推推移移  

ⅣⅣ
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当第当第22四半期四半期
前第前第22四半期四半期

((決算期統一決算期統一))

△93.8%914579営 業 利 益

当期純利益率

経 常 利 益 率

営 業 利 益 率 (1.1%)(11.0%)(7.9%)

△96.2%615695経 常 利 益

(0.8%)(11.8%)(9.5%)

ー %△5610445当 期 純 利 益

(△7.1%)(7.9%)(4.5%)

1,005

金 額

前第前第22四半期四半期

1,321

金 額

△40.2%790売 上 高

金 額

前年同期比

増減率

（単位：億円）

１１ 第２四半期（７第２四半期（７--９月）９月） 決算概要決算概要

30

２２ 売上高の推移売上高の推移（決算期統一ベース）（決算期統一ベース）

834

1,321

1,140

663
773 790

0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

（億円）

(06/6) (06/9) (06/12) (07/3) (07/6) (07/9)
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３３ 営業利益の推移営業利益の推移（決算期統一ベース）（決算期統一ベース）

29

145

37

△24
11 9

-50

0

50

100

150

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

（億円）

営業利益率営業利益率 (%)(%)

3.2

△3.6

11.0

3.6

1.5 1.1

営業利益営業利益

(06/6) (06/12)(06/9) (07/3) (07/6) (07/9)

32

４４ 機器別売上高の推移機器別売上高の推移（決算期統一ベース）（決算期統一ベース）

611

930 847

363
489 492

163

327

233

210

212 240

60

64

60

90

72 58

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1Q 2Q 3Q 4Q 1Q 2Q

映像機器 情報機器 その他
（単位：億円）

1,321

834 790

1,140

663
773

(06/6) (06/12)(06/9) (07/3) (07/6) (07/9)
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注意事項注意事項

本資料は、歴史的事実ではない将来の業績に関する予想及び見通
しについての記載が含まれています。これらの記載は、映像機器及び
情報機器をはじめとする当社及び当社グループ会社の事業に関連す
る業界動向、国内外の経済状況並びに為替レートの変動その他の業
績に影響を与える可能性のある要因について、現時点で把握可能な
情報をもとにした仮定及び見通しを前提としています。したがって、実
際の業績は、エレクトロニクス業界における競争状況、市場動向、為替
動向、新製品の導入及びその成否、税制や諸制度に関する世界的な
状況を含む多くの不確実な要因の影響を受け、本記載の予想及び見
通しとは大きく異なる場合がありますのでご承知おきください｡


